
や、市が取り組んでいる重要課題等の習得･理解を図る。また管理職と
施策目的・

(2)目的 推進します。また、少数精鋭を基本に定員管理の適正化に取り組みながら、優れた人材を確保するとともに 事業目的 しての立場など階層に応じた研修を実施し、地方分権を担う職員を養成する。職務上必要な専門的な知識と
展開方向

、限られた人材を最大限活用するため、職員研修、人事考課、職場環境づくりやメンタルヘルスケアの充実 技術を、派遣先の研修機関で集中的に学び職務に活かす。
〇階層別研修【新規採用職員研修（前期、後期）・法制執務研修（２、３年目）・政策法務研修（４年目） 年間を通じ、随時実施する。新型コロナウイルスの感染状況に応じてオンライン研修も実施していく。
・業務改善研修（５年目）・ディベート研修（主任）・主査長研修・新任管理職研修・人事評価研修（新任
評定者）・メンタルヘルス研修（新規採用職員）・市内現地視察研修・主任研修・服務に関する研修】 当該年度
〇専門研修・特別研修【行政対象暴力講習会・クレーム対応力強化研修・救命講習会・実務研修（障害福祉 執行計画

(3)事業内容 内　　容 に関する研修）・男女共同参画研修・ファシリティマネジメント研修・防火管理者講習会・メンタルヘルス
研修・ファシリテーション研修・交通安全運転研修・サイバーセキュリティに関する研修・特定個人情報取
扱いに関する研修・eラーニング専門研修（情報セキュリティ等）・eラーニング専門研修（情報連携・個人 職員研修の年間延べ受講者数 想定値 1,500当該年度
情報保護等）・新規採用職員育成担当者研修・働き方改革研修】 単位 人

活動結果指標 実績値 1,596〇派遣研修【・管理職研修（自治研修センター）・自治研修センターへの派遣・市町村アカデミーへの派遣

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 効果的な各種職員研修の実施、派遣研修への参加を促し、職員の専門実務能力を高める。 直接 職員研修の年間延べ受講者数 人 1,607 1,500

令和 4年度 効果的な各種職員研修の実施、派遣研修への参加を促し、職員の専門実務能力を高める。 直接 職員研修の年間延べ受講者数 人 1,500

令和 5年度 効果的な各種職員研修の実施、派遣研修への参加を促し、職員の専門実務能力を高める。 直接 職員研修の年間延べ受講者数 人 1,500

研修成果が業務へどう反映したか、客観的な研修効果の測定は難しいが、原則すべての階層別研修にアンケートを実施し受講生
(7)事業実施上の課題と対応 の理解度を調査し、次年度の研修計画に反映させる。専門研修では、職員の公募制の研修のため自発的な受講を促すことが必要 代替案検討 ○有 ●無

、そのためには研修の時期、ニーズ、内容などを把握し、啓発と積極的な情報提供が必要

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

接遇研修 165 接遇研修 165 165 接遇研修 165 接遇研修 165
階層別研修（２～５年目、主査長） 980 階層別研修（２～５年目、主査長） 919 789 階層別研修（２～５年目、主査長） 919 階層別研修（２～５年目、主査長） 919
ディベート研修（主任職） 319 ディベート研修（主任職） 319 0 ディベート研修（主任職） 319 ディベート研修（主任職） 319
人事評価研修（新任評定者） 160 人事評価研修（新任評定者） 160 160 人事評価研修（新任評定者） 160 ディベート研修（主任職） 160
研修に係る消耗品（テキスト代） 25 研修に係る消耗品（テキスト代） 65 63 研修に係る消耗品（テキスト代） 25 研修に係る消耗品（テキスト代） 25
メンタルヘルス研修 120 メンタルヘルス研修 120 120 メンタルヘルス研修 120 メンタルヘルス研修 120
クレーム対応力強化研修 198 クレーム対応力強化研修 198 198 クレーム対応力強化研修 198 クレーム対応力強化研修 198

実施内容 防火管理講習会 120 防火管理講習会 120 72 防火管理講習会 120 防火管理講習会 120
新規採用職員育成担当研修 110 新規採用職員育成担当研修 160 110 新規採用職員育成担当研修 160 新規採用職員育成担当研修 160

(8)施行事項
費　　用 ファシリテーション研修 60 ファシリテーション研修 60 0 ファシリテーション研修 60 ファシリテーション研修 60

男女共同参画研修 50 男女共同参画研修 50 0 男女共同参画研修 50 男女共同参画研修 50
働き方改革研修 231 eラーニング研修負担金 24 24 eラーニング研修負担金 24 eラーニング研修負担金 24
手話通訳料 50 手話通訳料 48 0 手話通訳料 48 手話通訳料 48
研修旅費 509 研修旅費 215 119 研修旅費 515 研修旅費 515
市町村アカデミー研修負担金 60 市町村アカデミー研修負担金 60 31 市町村アカデミー研修負担金 60 市町村アカデミー研修負担金 60
自治研修センター研修負担金 430 自治研修センター研修負担金 255 243 自治研修センター研修負担金 425 自治研修センター研修負担金 425
日本経営協会行政管理講座負担金 390 日本経営協会行政管理講座負担金 353 288 日本経営協会行政管理講座負担金 383 日本経営協会行政管理講座負担金 383
専門研修負担金 150 専門研修等負担金 134 11 専門研修等負担金 150 専門研修等負担金 150
日本経営協会負担金 50 日本経営協会負担金 50 50 日本経営協会負担金 50 日本経営協会負担金 50
自治大学校 430 自治大学校 127 124 自治大学校 427 自治大学校 427

予算(決算)額 合　　計 4,607 合　　計 3,602 2,567 合　　計 4,378 合　　計 4,378
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 4,607 3,602 2,567 4,378 4,378

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.12 0.79 0.79 0.12 0.12
正職員人件費 1,044 7,031 7,031 1,068 1,068

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 5,651 10,633 9,598 5,446 5,446
(11)単位費用

3.77千円／人 7.09千円／人 6.01
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

地方公務員法39条及び我孫子市人材育成方針により市民の期待と時代の要請に応えられる豊かな資質と能力を備えた人材 ○①事前確認での想定どおり
を育成する必要がある。 ●②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

新型コロナウイルス感染症の拡大に伴うまん延防止等重点措置により一部の研修が中止となったが、派遣研修のオンライ
ン受講等により、職員の専門知識や技術の向上を図ることができた。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市の職員に対する研修のため。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
特になし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
特になし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
1,607 1,500 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新型コロナウイルス感染症の拡大で集合研修の一部は中止となったが、eラーニ
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 1,596 106.4

ング等のオンライン研修の受講を促したため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 10,633 △4,982 9,598 90.27
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

新型コロナウイルス感染症の拡大により、集合研修が中止となったため
。

△88.16

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 新型コロナウイルス感染症の拡大により、集合研修が中

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 止となったため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 14.11 定額で受講できるeラーニングの受講者が多かったため

人 10万円 16.63 117.86 。

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 47 課コード 0101 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 職員研修の充実 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 総務部・総務課

個別事業 職員研修 位置づけ

③事業主体 ○市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.79 人）
(1)事業概要

(当　初) 11,433 千円 (うち人件費 7,031 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 10,633 千円 (うち人件費 7,031 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

地方分権が進展する中、多様な行政需要に効率的・効果的に対応するため、機能的・弾力的な組織づくりを 市職員として必要となる基本的知識



給等に生かし組織全体の能率を高める。
施策目的・

(2)目的 推進します。また、少数精鋭を基本に定員管理の適正化に取り組みながら、優れた人材を確保するとともに 事業目的
展開方向

、限られた人材を最大限活用するため、職員研修、人事考課、職場環境づくりやメンタルヘルスケアの充実
目標設定・実績評定記録表及びチャレンジ目標設定記録表の作成を各課に周知する。 ○人事評価の実施
作成された記録表に基づき、中間評定及び年度評定を実施するようその時期ごとに周知する。 4月…当該年度に係るヒアリング後の目標設定・実績評定記録表及びチャレンジ目標設定記録表の提出を各
それぞれの結果の提出を取りまとめ、人材育成・処遇・配置等に活用していく。 当該年度 課に求める。人事評価制度の公平性・納得性を高めるために実施する多面評価について、これまでの試行的

執行計画 実施を検証し、本格実施について検討する。
(3)事業内容 内　　容 5月…前年度の人事評価表の提出を各課に求め、取りまとめた上、７月昇給と勤勉手当の支給率に反映させ

る。
評定処理人数 想定値 857当該年度

単位 人
活動結果指標 実績値 790

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 評定者研修の実施を行い、制度趣旨の周知を徹底し、制度の信頼を得る。 間接 苦情相談窓口への相談件数 件 0 0

令和 4年度 評定者研修の実施を行い、制度趣旨の周知を徹底し、制度の信頼を得る。 間接 苦情相談窓口への相談件数 件 0

令和 5年度 評定者研修の実施を行い、制度趣旨の周知を徹底し、制度の信頼を得る。 間接 苦情相談窓口への相談件数 件 0

地方公務員法の一部改正により平成28年4月1日から勤務評定が義務化された。市では従来より人事評価を本格実施しているが、
(7)事業実施上の課題と対応 制度の運用には常に細心の注意を払い必要があれば即見直していく。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

各所属で実施する人事考課の周知と 各所属で実施する人事考課の周知と 各所属で実施する人事考課の周知と 各所属で実施する人事考課の周知と
とりまとめ とりまとめ とりまとめ とりまとめ
勤勉手当への反映資料作り 勤勉手当への反映資料作り 勤勉手当への反映資料作り 勤勉手当への反映資料作り

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.35 0.4 0.4 0.35 0.35
正職員人件費 3,045 3,560 3,560 3,115 3,115

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 3,045 3,560 3,560 3,115 3,115
(11)単位費用

3.55千円／人 4.15千円／人 4.51
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

意欲ある人材を活かす仕組みづくりを行うためには､努力すれば報われるように実績・能力等を適正に判断・評価し、そ ●①事前確認での想定どおり
の結果が適切に反映できる人事・給与制度を構築していくことが必要である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 地方公務員法第23条及び我孫子市職員の人事評価要綱に基づき実施する。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

年功的な昇給昇格ではなく、実績や能力等に基づく昇給昇格制度を実施していく。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した ■⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の 人事評価は所属長が実施しなければならず、評定者としての所属長の責務である。
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
職員の勤務評定に関することであり、市民の参加・協働はない￥。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
紙ベースでの印刷物のため削減に努めたい。

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (b/f×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 0 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

評定者研修の実施により、制度への理解と信頼性が確保された結果、苦情相談が
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 0 0

なかったことから目標達成とした。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,560 △515 3,560 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△16.91

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 評定者研修の実施により、制度への理解と信頼性が確保

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 された結果、苦情相談がなかったことから目標達成とし

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (e/h)×100 ●不要
   (目標対費用) 0 た。

件 10万円 0 NaN (非数値)

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 48 課コード 0101 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 人事管理の適正化 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 総務部・総務課

個別事業 人事評価の実施 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.4 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,560 千円 (うち人件費 3,560 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

地方分権が進展する中、多様な行政需要に効率的・効果的に対応するため、機能的・弾力的な組織づくりを 職員の能力、知識､職務上の実績等を把握評価し任用昇



施策目的・
(2)目的 事業目的 災害補償基金）が、その責任において補償することで、職員が安心して職務に専念できるようにすること。

展開方向

○負担金事務：基金事務運営に要する費用の納付　職種別給与総額に一定負担率を乗じたて得た金額による ○負担金事務
○認定請求事務：災害の発生後、請求書等関係書類に任命権者の意見を付し基金支部に請求　その後基金か ・公務災害補償概算負担金の納付　5月　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
ら認定判断通知　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 当該年度 ・公務災害補償確定負担金の精算　9月
※本庁等嘱託・臨時職員は非常勤職員公務災害補償等に関する条例、施設等嘱託・臨時職員は労働者災害補 執行計画 ○認定請求事務　通年　随時

(3)事業内容 内　　容 償法適用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ・公務・通勤上災害認定請求　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
公務災害発生件数　 想定値 6当該年度

単位 件
活動結果指標 実績値 16

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 認定する機関である地方公務員災害補償基金に認定請求をし、認定されること 間接 認定請求をしたうちの認定された割合 % 100 100

令和 4年度 認定する機関である地方公務員災害補償基金に認定請求をし、認定されること。 間接 認定請求をしたうちの認定された割合 % 100

令和 5年度 認定する機関である地方公務員災害補償基金に認定請求をし、認定されること。 間接 認定請求をしたうちの認定された割合 % 100

公務・通勤災害発生後の事務迅速化と公務・通勤災害の未然防止を図る。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

人事事務交通費（自治会館ほか） 4 人事事務交通費（自治会館ほか） 4 人事事務交通費（自治会館ほか） 4 人事事務交通費（自治会館ほか） 4
概算負担金 8,500 概算負担金 8,500 8,262 概算負担金 8,500 概算負担金 8,500
非常勤職員公務災害負担金 600 非常勤職員公務災害負担金 598 598 非常勤職員公務災害負担金 598 非常勤職員公務災害負担金 598
市町村公平委員会負担金 209 市町村公平委員会負担金 208 225 市町村公平委員会負担金 208 市町村公平委員会負担金 208
公務災害申請・補償業務を行う 公務災害申請・補償業務を行う 公務災害申請・補償業務を行う 公務災害申請・補償業務を行う

【予備費】 17
実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 9,313 合　　計 9,327 9,085 合　　計 9,310 合　　計 9,310
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 9,313 9,327 9,085 9,310 9,310

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.2 0.13 0.13 0.15 0.15
正職員人件費 1,740 1,157 1,157 1,335 1,335

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 11,053 10,484 10,242 10,645 10,645
(11)単位費用

1,842.17千円／件 1,747.33千円／件 640.13
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

・職員が安心して働ける制度を確保する　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ●①事前確認での想定どおり
・地方公務員法第45条　(公務災害補償) 　根拠規定 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ・地方公務員災害補償法第1条(目的)   基金制度設置規定　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ○要
   背景は？(事業の必要性) ・使用者としての公務災害における身体的損害等の補償の必要性　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

・災害発生後の安全管理対策と事故防止の観点 地方公務員法第４５条の規定により、公務中の災害について認定請求・補償請求を行った。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 公務災害の認定請求は、任命権者の意見を添えて基金に請求

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 するものである。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

適切に認定請求を行った。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 10,484 569 10,242 97.69
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

5.15

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.95

% 10万円 0.98 103.16

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
令和４年度行政評価から、事務事業評価表により個別に進捗を管理する対象から除外するが、現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 49 課コード 0101 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 人事管理の適正化 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 総務部・総務課

個別事業 公務災害補償事務 位置づけ

③事業主体 ○市 ●その他（ 地方公務員災害補償基金 ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.13 人）
(1)事業概要

(当　初) 10,467 千円 (うち人件費 1,157 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 10,484 千円 (うち人件費 1,157 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

職員が、公務上の災害又は通勤による災害によって被った身体的損害等を、使用者としての市（地方公務員



を整理し、常勤職員の行うべき業務、会計年度任用職員の行うべき業務を振り分けた上で、会
施策目的・

(2)目的 推進します。また、少数精鋭を基本に定員管理の適正化に取り組みながら、優れた人材を確保するとともに 事業目的 計年度任用職員を活用することで経費の削減又は行政サービスの向上を図る。また、常勤職員や会計年度任
展開方向

、限られた人材を最大限活用するため、職員研修、人事考課、職場環境づくりやメンタルヘルスケアの充実 用職員が欠員等となった場合にも行政サービスを維持できるよう会計年度任用職員を活用する。
報酬単価・期末手当の適正支給についての検討、登録・任用・管理事務、辞令発令、研修配属、会計年度任 報酬単価・期末手当の適正支給についての検討、登録・任用・管理事務、辞令発令、研修配属、会計年度任
用職員を要望する課に対するヒアリング実施 用職員を要望する課に対するヒアリング実施

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

会計年度任用職員の適切な任用 想定値 850当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 888

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 各所属において必要と認められた会計年度任用職員の確保 直接 会計年度任用職員要望に対する充足率 ％ 100 100

令和 4年度 各所属において必要と認められた会計年度任用職員の確保 直接 会計年度任用職員要望に対する充足率 ％ 100

令和 5年度 各所属において必要と認められた会計年度任用職員の確保 直接 会計年度任用職員要望に対する充足率 ％ 100

各所属が必要とする会計年度任用職員の人材の確保を図る
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

会計年度任用職員パートタイム人件費（ 11,590 会計年度任用職員人件費（病休代替等４ 8,093 7,526 会計年度任用職員人件費（病休代替等４ 9,654 会計年度任用職員人件費（病休代替等４ 9,654
会計年度任用職員パートタイム雇用保険 9,172 会計年度任用職員人件費へ予備費充用 1,116 1,116 会計年度任用職員雇用保険料 9,504 会計年度任用職員雇用保険料 9,504
会計年度任用職員パートタイム労災保険 1,887 会計年度任用職員雇用保険料 9,405 8,579 会計年度任用職員労災保険料 1,788 会計年度任用職員労災保険料 1,788
会計年度任用職員技能労務職人件費（病 2,454 会計年度任用職員社会保険料 1,540 846 会計年度任用職員技能労務職人件費（病 2,473 会計年度任用職員技能労務職人件費（病 2,473
会計年度任用職員災害補償費 30 会計年度任用職員技能労務職人件費（病 2,141 0 会計年度任用職員災害補償費 30 会計年度任用職員災害補償費 30
加除式書籍追録費 1,000 会計年度任用職員災害補償費 30 0 加除式書籍追録費 1,000 加除式書籍追録費 1,000
研修旅費 2 加除式書籍追録費 1,000 904 人事実務研修会負担金 19 人事実務研修会負担金 19

実施内容 【予備費充用】 人事実務研修会負担金 19 0 研修旅費 2 研修旅費 2
会計年度任用職員フルタイム人件費 11,523 研修旅費 2 0

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 37,658 合　　計 23,346 18,971 合　　計 24,470 合　　計 24,470
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 37,658 23,346 18,971 24,470 24,470

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.3 0.55 0.55 0.3 0.3
正職員人件費 2,610 4,895 4,895 2,670 2,670

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 40,268 28,241 23,866 27,140 27,140
(11)単位費用

47.37千円／人 33.22千円／人 26.88
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

・人件費総額を税収の50%以下にする ●①事前確認での想定どおり
・有能(資格や経歴等)な外部の人材を活用することによって効果的な行政サービスの提供を図る。　　　　　　　　　 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ・必要な期間、時間に採用することにより効率的な行政サービスの提供を図る。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

効率的な行政サービスを提供するため、多様な任用携帯の職員を活用した。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市職員であるため、市外管理する必要がある。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

庁内へ会計年度任用職員制度の周知を行う、制度理解の向上に努めた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 28,241 12,027 23,866 84.51
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

新型コロナウイルスワクチン接種対応による事業費増のため。

29.87

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 新型コロナウイルスワクチン接種対応による事業費増の

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 ため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.35

％ 10万円 0.42 120

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
令和４年度行政評価から、事務事業評価表により個別に進捗を管理する対象から除外するが、現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 50 課コード 0101 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 人事管理の適正化 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 総務部・総務課

個別事業 会計年度任用職員の任用管理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.55 人）
(1)事業概要

(当　初) 29,365 千円 (うち人件費 4,895 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 28,241 千円 (うち人件費 4,895 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

地方分権が進展する中、多様な行政需要に効率的・効果的に対応するため、機能的・弾力的な組織づくりを 既存業務内容



設置し、管理者等が実施する安全運転に関する事業をサポートする。 4月…正副安全運転管理者の選任
5月…正副安全運転管理者講習会への参加

当該年度 　 …安全運転管理者協議会総会への参加
執行計画 　 …協議会優良運転表彰者の推薦

(3)事業内容 内　　容 6月…「セーフティドライバーズちば」への参加
11月…安全運転職員研修の実施
事業所職員への安全運転教育等の回数 想定値 6当該年度

単位 回
活動結果指標 実績値 6

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 正副安全運転管理者の下、安全運転教育等を実施し職員の安全運転への意識を高める 間接 事業所職員への安全運転教育等の件数 回 6 6

令和 4年度 正副安全運転管理者の下、安全運転教育等を実施し職員の安全運転への意識を高める 間接 事業所職員への安全運転教育等の件数 回 6

令和 5年度 正副安全運転管理者の下、安全運転教育等を実施し職員の安全運転への意識を高める 間接 事業所職員への安全運転教育等の件数 回 6

交通安全に関する重大な事故の報告は近年ないが、全体の奉仕者としてまた市職員としてより安全運転に係る意識を高めるため
(7)事業実施上の課題と対応 の施策を行う。 代替案検討 ○有 ○無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

管理者届出手数料 8 管理者届出手数料 8 4 管理者届出手数料 8 管理者届出手数料 8
セーフティドライバーズ参加負担金 21 セーフティドライバーズ参加負担金 21 21 セーフティドライバーズ参加負担金 21 セーフティドライバーズ参加負担金 21
正副管理者講習会・研修会・会費負担 180 正副管理者講習会・研修会・会費負担 165 165 正副管理者講習会・研修会・会費負担 165 正副管理者講習会・研修会・会費負担 165
安全運転管理者に関する業務を行う 安全運転管理者に関する業務を行う 安全運転管理者に関する業務を行う 安全運転管理者に関する業務を行う

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 209 合　　計 194 190 合　　計 194 合　　計 194
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 209 194 190 194 194

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.06 0.03 0.03 0.06 0.06
正職員人件費 522 267 267 534 534

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 731 461 457 728 728
(11)単位費用

121.83千円／回 76.83千円／回 76.17
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

・市長は、道路交通法に基づき自動車の安全な運転を確保するために正副安全運転管理者を選任しなければならない。 ●①事前確認での想定どおり
・正副安全運転管理者は、職員に対して交通安全教育その他自動車の安全な運転に必要な業務を行なわなければならない ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ・市職員として交通安全への意識高揚は重要であり、引き続き交通安全教育の必要がある。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

安全運転管理者の選任は、道路交通法で定められた事業主の義務であり、市も事業主として積極的に取り組む必要がある
。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した ■⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の 事業主としての義務である。
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他 講習やセーフティドライバーズちば２０２１への参加を通し

て、地域での交通安全に取り組んだ。
＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(回) 目標値(b)(回) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(回) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
6 6 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

交通安全教育に努めた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 6 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 461 270 457 99.13
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

36.94

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.3

回 10万円 1.31 100.77

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
令和４年度行政評価から、事務事業評価表により個別に進捗を管理する対象から除外するが、現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 51 課コード 0101 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 福利厚生の充実 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 総務部・総務課

個別事業 安全運転管理者等の管理業務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.03 人）
(1)事業概要

(当　初) 461 千円 (うち人件費 267 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

道路交通法に定められた安全運転管理者を選任し、自動車の安全な運転を確保する。
施策目的・

(2)目的 事業目的
展開方向

事業所毎に正副安全運転管理者を



する。
展開方向

○職員を対象に定期的に健康診断を実施する　 ○春季2日間：主に常勤職員（40歳以上対象の共済組合指定巡回検診と同時に行う）
・常勤職員及び非常勤職員（会計年度任用職員） ○秋季3日間：主に非常勤職員（会計年度任用職員）（35歳以上対象の協会けんぽ生活習慣病予防健診と同
 　　　　　　　　　 当該年度 時に行う）

執行計画 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
(3)事業内容 内　　容 　　　　　　　　　　　　　　　

受診者数 想定値 830当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 884

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 職員が健康診断を受診する 間接 健康診断等受診率(受診者数/総職員数） ％ 55 60

令和 4年度 職員が健康診断を受診する 間接 健康診断等受診率(受診者数/総職員数） ％ 65

令和 5年度 職員が健康診断を受診する 間接 健康診断等受診率(受診者数/総職員数） ％ 70

常勤職員のほか社会保険に加入している非常勤職員（会計年度任用職員）も健診対象にしているが、採用を各担当で行っている
(7)事業実施上の課題と対応 職員も含んでいるため、受診状況が把握できない。今後は常勤以外の職員も含めた受診状況確認のための検討を行う。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

定期健康診断（常勤） 2,174 定期健康診断（常勤） 2,174 2,163 定期健康診断（常勤） 2,174 定期健康診断（常勤） 2,174
定期健康診断（非常勤職員・会計年度任 2,501 定期健康診断（会計年度任用職員） 2,075 1,663 定期健康診断（会計年度任用職員） 2,131 定期健康診断（会計年度任用職員） 2,131
交代制健診（消防夜間勤務者） 660 交代制健診（消防夜間勤務者） 660 622 交代制健診（消防夜間勤務者） 660 交代制健診（消防夜間勤務者） 660

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 5,335 合　　計 4,909 4,448 合　　計 4,965 合　　計 4,965
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 5,335 4,909 4,448 4,965 4,965

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.24 0.29 0.29 0.24 0.24
正職員人件費 2,088 2,581 2,581 2,136 2,136

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 7,423 7,490 7,029 7,101 7,101
(11)単位費用

8.94千円／人 9.02千円／人 7.95
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

・事業主である市には、医師による職員の健康診断が義務付けられている　労働安全衛生法第66条　　　　　　　　　 ●①事前確認での想定どおり
・職員には、健康診断受診が義務付けられている　我孫子市職員安全衛生管理規程　18条　　　　　　　　　　　　　 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ・職員が安心して働ける制度の確保 ○要
   背景は？(事業の必要性) ・自己の健康状態確認　生活習慣改善　適切な検査や治療　健康の保持増進　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

・職員の健康意識の高揚 職員が健康な状態で職務を遂行するために必要な事業である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した ■⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の 法で定められた事業主としての責務であり、市が主体となって事業実施しなければならない。
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
55 60 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

市実施による健康診断の受診者が想定より少なかったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 47.3 78.83
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 7,490 △67 7,029 93.85
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△0.9

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 市実施による健康診断の受診者が想定より少なかったた

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 め。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.8

％ 10万円 0.67 83.75

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
令和４年度行政評価から、事務事業評価表により個別に進捗を管理する対象から除外するが、現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 52 課コード 0101 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 人事管理の適正化 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 総務部・総務課

個別事業 定期健康診断 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 9 人 (換算人数 0.29 人）
(1)事業概要

(当　初) 7,546 千円 (うち人件費 2,581 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 7,490 千円 (うち人件費 2,581 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

定期健康診断により、生活習慣の改善又は適切な治療につなげ、職員が健康な状態で職務を遂行できるよう
施策目的・

(2)目的 事業目的 に



と改革思考を持った個性豊かな人材を確保する。
施策目的・

(2)目的 推進します。また、少数精鋭を基本に定員管理の適正化に取り組みながら、優れた人材を確保するとともに 事業目的
展開方向

、限られた人材を最大限活用するため、職員研修、人事考課、職場環境づくりやメンタルヘルスケアの充実
専門職要望ヒアリング及び定員管理適正化計画に基づき職員募集要領を定め応募期間を経た後、第1次、第2 5月…専門職ヒアリング　　　6月…募集要項の告示、募集要領の作成、HP登載準備
次、第3次の採用試験を実施する。最終合格者に対し内定手続後、平成31年4月1日に採用行為を行なう。 7月…募集要領、採用試験受験申込書の配布　　8月…採用試験申込受付

当該年度 9月…第1次採用試験　　10月…第２次採用試験
執行計画 11月…第3次採用試験　　12月…内定通知

(3)事業内容 内　　容 1月～3月…採用準備
4月1日…採用
第1次試験受験者数 想定値 400当該年度

単位 人
活動結果指標 実績値 306

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 予定された職への人材確保 間接 新規採用職員の人事考課年度評定数の平均値 点 62.2 65

令和 4年度 予定された職への人材確保 間接 新規採用職員の人事考課年度評定数の平均値 点 65

令和 5年度 予定された職への人材確保 間接 新規採用職員の人事考課年度評定数の平均値 点 65

「団塊の世代」の大量定年退職や少子高齢化が今後も続くと思われる中、「意欲ある若手の確保が難しい」状況にあり、危機感
(7)事業実施上の課題と対応 を強めている。優秀な人材を確保するための競合は避けられない。市が実施している事務事業について、可能な限り民間委託、 代替案検討 ○有 ●無

民営化を進め、最小限の人材確保に努める。

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

体力検査障害保険料 5 体力検査障害保険料 5 3 体力検査障害保険料 5 体力検査障害保険料 5
採用試験委託料 1,012 採用試験委託料 1,012 759 採用試験委託料 1,012 採用試験委託料 1,012
採用試験負担金 80 採用試験負担金 80 31 採用試験負担金 80 採用試験負担金 80
試験委員報酬 50 試験委員報酬 50 50 試験委員報酬 50 試験委員報酬 50
試験会場使用料 211 試験会場使用料 204 185 試験会場使用料 204 試験会場使用料 204
消耗品費 5 消耗品費 12 12 消耗品費 5 消耗品費 5
手話通訳料 16 手話通訳料 16 11 手話通訳料 16 手話通訳料 16

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 1,379 合　　計 1,379 1,051 合　　計 1,372 合　　計 1,372
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,379 1,379 1,051 1,372 1,372

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.55 0.65 0.65 0.55 0.55
正職員人件費 4,785 5,785 5,785 4,895 4,895

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 6,164 7,164 6,836 6,267 6,267
(11)単位費用

15.41千円／人 17.91千円／人 22.34
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

市税収入が年々減少し、財政状況が厳しさを増す中でも、市民サービスを維持向させるためには、人件費を抑制し、財源 ●①事前確認での想定どおり
を確保する必要があります。一方では、毎年40人前後も大量退職していく職員の補充も必要です。このような状況の中で ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 、執行体制を確保するためには、定員管理適正化計画に基づき、新規に職員を採用していく必要があります。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

厳しい財政状況の中で、市民サービスの維持向上を図るには、定員管理適正化計画に基づき職員を採用する必要がある。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市職員の採用試験であり、市が主体的に実施する必要がある

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 面接試験に民間の方を面接委員として登用している。 面接試験に民間の方を試験員として登用している。 ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(点) 目標値(b)(点) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(点) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
62.2 65 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

優秀な人材を確保できたため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 62.2 95.69
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 7,164 △1,000 6,836 95.42
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△16.22

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.91

点 10万円 0.91 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
令和４年度行政評価から、事務事業評価表により個別に進捗を管理する対象から除外するが、現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 53 課コード 0101 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 人事管理の適正化 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 総務部・総務課

個別事業 新規職員採用業務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.65 人）
(1)事業概要

(当　初) 7,157 千円 (うち人件費 5,785 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 7,164 千円 (うち人件費 5,785 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

地方分権が進展する中、多様な行政需要に効率的・効果的に対応するため、機能的・弾力的な組織づくりを 公務に対する明確な目的意識



よって、生活日常生活や職業生活の社会生活を送ることができる
展開方向

特定の有害業務に従事する職員に対して特殊健康診断を実施　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ○腰痛頸肩腕障害検診　9月~10月　2日間
○腰痛頸肩腕障害検診　手・指・腕・首の筋肉を何度も繰り返し使ったり（動的負荷）、 一定の位置に保 ○ＶＤＴ検診　　12月　2日間
つ動作や姿勢を長く続けたりする（静的負荷）作業に従事する者　主に保育士、給食調理員 当該年度
○ＶＤＴ検診 ディスプレイ・キーボード等により構成されるＶＤＴ（Ｖｉｓｕａｌ　Ｄｉｓｐｌａｙ　Ｔ 執行計画

(3)事業内容 内　　容 ｅｒｍｉｎａｌ）機器を使用して、データの入力・検索・照合等、文章・画像等の作成・編集・修正等、プ
ログラミング、監視等を行う者　我孫子市ＶＤＴ作業労働衛生基準

受診者数 想定値 260当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 293

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 職員が健康診断を受診する 間接 特殊健康診断等受診率(受診者数/有害業務従事職員数） ％ 83 100

令和 4年度 職員が健康診断を受診する 間接 特殊健康診断等受診率(受診者数/有害業務従事職員数） ％ 100

令和 5年度 職員が健康診断を受診する 間接 特殊健康診断等受診率(受診者数/有害業務従事職員数） ％ 100

個々の職員健康診断の受診状況確認や健康現況が徹底されていない。受診現況チェックを実施し、全職員受診と健康診断の効率
(7)事業実施上の課題と対応 化を図る。さらに福利厚生事業(人間ドック)との連携を図る 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

腰痛頸肩腕検診 154 腰痛頸肩腕検診 116 108 腰痛頸肩腕検診 116 腰痛頸肩腕検診 116
ＶＤＴ検診 1,137 ＶＤＴ検診 1,193 1,193 ＶＤＴ検診 1,137 ＶＤＴ検診 1,137
特殊健診（手話通訳者） 8 特殊健診（手話通訳者） 16 7 特殊健診（手話通訳者） 16 特殊健診（手話通訳者） 16

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 1,299 合　　計 1,325 1,308 合　　計 1,269 合　　計 1,269
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,299 1,325 1,308 1,269 1,269

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.18 0.2 0.2 0.18 0.18
正職員人件費 1,566 1,780 1,780 1,602 1,602

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,865 3,105 3,088 2,871 2,871
(11)単位費用

11.02千円／人 11.94千円／人 10.54
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

・事業主である市は、医師による健康診断義務付け　労働安全衛生法第66条 ●①事前確認での想定どおり
・職員は、健康診断受診の義務付　我孫子市職員安全衛生管理規程　18条 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ・職員が安心して働ける制度の確保 ○要
   背景は？(事業の必要性) 自己の健康状態確認　生活習慣改善　適切な検査や治療　健康の保持増進　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

・職員の健康意識の高揚　 特殊業務に従事する職員の健康管理のため実施した。
・我孫子市ＶＤＴ作業労働衛生基準
●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した ■⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の 法で定められた事業主としての責務であり、市が主体となって事業実施しなければならない。
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
83 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

頸肩腕健診の受診者が想定よりも少なかったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 45.2 45.2
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,105 △240 3,088 99.45
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△8.38

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 頸肩腕健診の受診者が想定よりも少なかったため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 3.22

％ 10万円 1.46 45.34

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
令和４年度行政評価から、事務事業評価表により個別に進捗を管理する対象から除外するが、現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 54 課コード 0101 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 人事管理の適正化 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 総務部・総務課

個別事業 特殊健康診断 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 9 人 (換算人数 0.2 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,049 千円 (うち人件費 1,780 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 3,105 千円 (うち人件費 1,780 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

特殊な勤務条件で就業する職員が健康な状態で、自ら生活習慣を改善したり、適切な検査や治療を受けるこ
施策目的・

(2)目的 事業目的 とに



行政需要に適応した組織をつくる
施策目的・

(2)目的 推進します。また、少数精鋭を基本に定員管理の適正化に取り組みながら、優れた人材を確保するとともに 事業目的
展開方向

、限られた人材を最大限活用するため、職員研修、人事考課、職場環境づくりやメンタルヘルスケアの充実
今年度実施する試験の実施要領を定める。 11月上旬…実施要領の決定
実施要領に基づき試験を実施する。 12月上旬…試験申し込み受け付け
最終合格者を職種毎に管理職昇格資格者名簿に登載する。 当該年度 1月下旬…試験
女性管理職の登用を積極的に進める。 執行計画 2月中旬…合格者名簿登載

(3)事業内容 内　　容

受験者数 想定値 30当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 14

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 能力と意欲のある職員を試験により選考し、資格者名簿人数を確保する 間接 資格者名簿登載人数 人 10 28

令和 4年度 能力と意欲のある職員を試験により選考し、資格者名簿人数を確保する 間接 資格者名簿登載人数 人 28

令和 5年度 能力と意欲のある職員を試験により選考し、資格者名簿人数を確保する 間接 資格者名簿登載人数 人 28

受験しない職員への対応の一つとして、これまでの自身申込に加え、１９年度から所属長推薦による受験申込制度を導入した。
(7)事業実施上の課題と対応 しかし、引き続き対応を研究する必要がある。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

管理職登用試験を行う 管理職登用試験を行う 管理職登用試験を行う 理職登用試験を行う

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.15 0.25 0.25 0.15 0.15
正職員人件費 1,305 2,225 2,225 1,335 1,335

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,305 2,225 2,225 1,335 1,335
(11)単位費用

43.5千円／人 74.17千円／人 158.93
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

行政が高度・複雑化し、管理職の役割が増大する中、課等の責任者の補佐に携わるとともに専門的能力、管理能力を活用 ●①事前確認での想定どおり
し適切な業務を行い、リーダーとして部下の指導、育成に責任を持つ管理職への昇格は、公平性・透明性が強く求められ ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ている。能力や意欲のある職員を積極的に登用するため、人事サイドからの一方的なものでなく職員自らがアクションを ○要
   背景は？(事業の必要性) 起こしうる管理職登用試験制度を実施し人事異動に反映していく。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

　年功的要素を排除し、意欲と能力のある職員を客観的な基準に基づき、登用することで組織の活性化及び行政運営の効 組織の活性化や効率的な行政運営を図る観点から、意欲と能力のある職員の登用を行った。
率化を図る。
●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が実施することで、その後の適切な人事異動や人事管理を

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 行うことができる。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
10 28 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

職員の経験年数や年齢構成等の変化から、管理職からの推薦が減少した。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 10 35.71
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,225 △920 2,225 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△70.5

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 職員の経験年数や年齢構成等の変化から、管理職からの

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 推薦が減少した。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.26

人 10万円 0.45 35.71

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 55 課コード 0101 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 人事管理の適正化 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 総務部・総務課

個別事業 管理職登用試験制度の実施 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.25 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,225 千円 (うち人件費 2,225 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

地方分権が進展する中、多様な行政需要に効率的・効果的に対応するため、機能的・弾力的な組織づくりを 意欲と能力のある職員を管理職に登用し、



な施策を推進していくため、職員の個性と能力が最大に発
施策目的・

(2)目的 推進します。また、少数精鋭を基本に定員管理の適正化に取り組みながら、優れた人材を確保するとともに 事業目的 揮できるよう適材適所の人材活用を図る。
展開方向

、限られた人材を最大限活用するため、職員研修、人事考課、職場環境づくりやメンタルヘルスケアの充実
○定期採用　退職補充と優秀な人材の確保　　○職員個人意向の把握,日常の職員管理、管理職登用試験実 〇定期採用：6月次年度職員採用の決定、9月試験実施
施、自己申告書の配布・回収　○組織意向の把握　所属長(課単位)ヒアリング、部長ヒアリング実施　○人 〇職員個人意向の把握：1月管理職登用試験の実施、12月自己申告書調査実施
事異動事務の実施,意向、ヒアリング集計、人事異動方針の策定、異動・内示案の策定、内示、辞令交付 当該年度 ○組織意向の把握：1月人事ヒアリングの実施、課長ヒア、部長ヒア

執行計画 ○人事異動事務の実施：9月に10月1日付け人事異動事務着手、人事異動案作成・内示、辞令交付、2月に4月
(3)事業内容 内　　容 1日付け人事異動事務着手、人事異動方針の確定、3月人事異動案の作成・内示、辞令交付式　理事者協議等

令和3年4月1日付けの人事異動者数の合計 想定値 240当該年度
単位 名

活動結果指標 実績値 216

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 必要とする部署への適切な職制と人員の配置 間接 所属長が適材適所の人材配置が行われたと思う職員の割合 ％ 91.5 75

令和 4年度 必要とする部署への適切な職制と人員の配置 間接 所属長が適材適所の人材配置が行われたと思う職員の割合 ％ 75

令和 5年度 必要とする部署への適切な職制と人員の配置 間接 所属長が適材適所の人材配置が行われたと思う職員の割合 ％ 75

定員管理適正化計画を実施し、退職者に対する新規採用者数の抑制に努めている中、各所属長の要望にすべて応えることは困難
(7)事業実施上の課題と対応 な状況である。民間委託や民営化、非常勤職員の活用、職員の能力フル活用により対応していきたい。また、男女共同参画社会 代替案検討 ○有 ●無

の実現や管理職における女性職員割合にも配慮し、実施していきたい。　

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

年２回人事異動のための業務を行う 年２回人事異動のための業務を行う 年２回人事異動のための業務を行う 年２回人事異動のための業務を行う
東北地方派遣先視察に伴う旅費 33 人事事務用品購入費 40 22 人事事務用品購入費 40 人事事務用品購入費 40
東北地方派遣に係る赴任・帰任・帰庁旅 241 庁用器具費（机・椅子・ワゴン） 315 167 庁用器具費（机・椅子・ワゴン） 315 庁用器具費（机・椅子・ワゴン） 315
人事事務用品購入費 40
東北地方派遣に係る赴任・帰任・帰庁に 68

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 382 合　　計 355 189 合　　計 355 合　　計 355
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 382 355 189 355 355

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.4 0.55 0.55 0.4 0.4
正職員人件費 3,480 4,895 4,895 3,560 3,560

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 3,862 5,250 5,084 3,915 3,915
(11)単位費用

16.09千円／名 21.88千円／名 23.54
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

・適材適所の人事管理を通して職員の能力を引き出す必要がある-公務能率の向上 ●①事前確認での想定どおり
・組織の統廃合による人員の過不足調整-職の充足 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ・職場のやるきを促し、職場の活性化を図る必要性-組織の活性化 ○要
   背景は？(事業の必要性) ・異なる職務や職場の配置により、能力の育成し適性を評価する-人材の育成 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

・市民ニーズや視点に立つ協働のまちづくり-市民サービスの向上と変革 職員の退職や新規採用等により、適材適所の人員配置、職場の活性化のため実施する必要がある。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した ■⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の 執行体制づくりの基本となるもので、市が主体として行わなければならない。
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
91.5 75 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

必要とする部署への適切な職制と人員配置を意識して人事異動を行った。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 91.5 122
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 5,250 △1,388 5,084 96.84
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△35.94

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 必要とする部署への適切な職制と人員配置を意識して人

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 事異動を行った。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.43

％ 10万円 1.8 125.87

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
令和４年度行政評価から、事務事業評価表により個別に進捗を管理する対象から除外するが、現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 56 課コード 0101 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 人事管理の適正化 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 総務部・総務課

個別事業 職員の人事異動業務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.55 人）
(1)事業概要

(当　初) 5,250 千円 (うち人件費 4,895 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

地方分権が進展する中、多様な行政需要に効率的・効果的に対応するため、機能的・弾力的な組織づくりを 独創的な魅力あるまちを市民と協同で築き、様々



向

職員団体からの勤務条件の維持改善要求や当局からの勤務条件変更申し入れに関し、事前交渉、事務担当者 4月…春闘要求交渉、女性部要求交渉
交渉、理事者交渉等を重ね妥結点を探り、労使双方が納得する執務環境を構築する。 6月…夏期要求交渉、人員要求交渉

当該年度 11月…確定要求交渉
執行計画 2月…人員体制交渉

(3)事業内容 内　　容 他随時事務レベル交渉が予定される。

交渉回数 想定値 10当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値 7

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 職員団体からの申し入れ及び当局からの提案の合意率を高める 間接 交渉事項の合意率（合意件数／要求件数） ％ 24 30

令和 4年度 職員団体からの申し入れ及び当局からの提案の合意率を高める 間接 交渉事項の合意率（合意件数／要求件数） ％ 30

令和 5年度 職員団体からの申し入れ及び当局からの提案の合意率を高める 間接 交渉事項の合意率（合意件数／要求件数） ％ 30

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

職員団体と勤務条件に関する交渉を行う 職員団体と勤務条件に関する交渉を行う 職員団体と勤務条件に関する交渉を行う 職員団体と勤務条件に関する交渉を行う

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.12 0.22 0.22 0.12 0.12
正職員人件費 1,044 1,958 1,958 1,068 1,068

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,044 1,958 1,958 1,068 1,068
(11)単位費用

104.4千円／回 195.8千円／回 279.71
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

地方公務員法第55条の規定に基づき、当局として職員団体から適法な交渉の申し入れがあった場合は、応ずべき立場にあ ●①事前確認での想定どおり
る。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 地方公務員も憲法の勤労者としての労働基本権の保障を受けるが、地位の特殊性と職務の公共性から基本権に制限が加え ○要
   背景は？(事業の必要性) られている。そういった中で地公法に規定された職員団体との交渉は必要である。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

法律に基づいた交渉の申し入れがあった。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した ■⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の 適法な団体交渉の申し入れに当局は応じる必要がある。
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
24 30 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

応じられる要求が少なかったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 24 80
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,958 △914 1,958 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△87.55

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 応じられる要求が少なかったため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.53

％ 10万円 1.23 80.39

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
令和４年度行政評価から、事務事業評価表により個別に進捗を管理する対象から除外するが、現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 57 課コード 0101 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 人事管理の適正化 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 総務部・総務課

個別事業 職員団体との交渉 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.22 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,958 千円 (うち人件費 1,958 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

職員団体からの職員の勤務条件の維持改善要求に対し適法に応じ、良好な労使関係を維持し、公務の円滑な
施策目的・

(2)目的 事業目的 運営を図る。
展開方



当者を抽出し、貸与する。 ・４月　　作業服配付部署への異動者及び新人職員を対象にした貸与
・６月　　夏服作業服該当者への貸与

当該年度           （現業職、異動者・新人職員）
執行計画 ・１０月　冬服作業服・防寒服該当者への貸与

(3)事業内容 内　　容 　　　　　（現業職、異動者・新人職員）
・都市部、建設部職員の更新は、平成２７年度から廃止。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
貸与件数（水道局、保育課、クリーンセンター及び学校を除く。） 想定値 100当該年度

単位 件
活動結果指標 実績値 64

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 職員が安全で快適に働くことができるよう作業服（夏服、冬服、白衣、長靴、合羽等）を貸与する。 間接 必要とされる被服の貸与 ％ 100 100

令和 4年度 職員が安全で快適に働くことができるよう作業服（夏服、冬服、白衣、長靴、合羽等）を貸与する。 間接 必要とされる被服の貸与 ％ 100

令和 5年度 職員が安全で快適に働くことができるよう作業服（夏服、冬服、白衣、長靴、合羽等）を貸与する。 間接 必要とされる被服の貸与 ％ 100

見積り合わせにより安価で購入し、経費節減に努める。また、原則として異動者、新人職員、現業職以外の更新はしない。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

貸与被服購入費 584 貸与被服購入費 584 433 貸与被服購入費 584 貸与被服購入費 584

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 584 合　　計 584 433 合　　計 584 合　　計 584
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 584 584 433 584 584

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.14 0.29 0.29 0.14 0.14
正職員人件費 1,218 2,581 2,581 1,246 1,246

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,802 3,165 3,014 1,830 1,830
(11)単位費用

18.02千円／人 31.65千円／件 47.09
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

・職員が安全で作業しやすい服装、市役所職員として統一のとれている被服（作業服等）を貸与する必要がある。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

職員が安全で作業しやすい服装、市役所職員として統一のとれている被服（作業服等）を貸与する必要がある。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている 対象者が職員のため ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 対象が市職員であるため、市が主導で実施する必要がある。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
■その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 再生ＰＥＴ繊維製品の購入 なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

異動者が少なかったこと及び対象となる職員について必要性をより精査したため
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,165 △1,363 3,014 95.23
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

異動者が少なかったこと及び対象となる職員について必要性をより精査
したため。

△75.64

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 異動者が少なかったこと及び対象となる職員について必

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 要性をより精査したため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 3.16

％ 10万円 3.32 105.06

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
令和４年度行政評価から、事務事業評価表により個別に進捗を管理する対象から除外するが、現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 59 課コード 0101 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 福利厚生事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 総務部・総務課

個別事業 職員被服貸与事務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.29 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,165 千円 (うち人件費 2,581 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

職員が安全で快適に働くことができるよう、作業服（夏服・冬服・白衣・長靴・雨合羽等）を貸与する。
施策目的・

(2)目的 事業目的
展開方向

作業服等の貸与該



ンのとれた職場環境をつくる。
展開方向

職員にとって必要、有益な行政情報や各課からの職員向け情報を掲載した庁内報「かわらＶＡＮ」を発行す 各課から原稿を収集し、年２回から３回発行する。
る。 ｸﾞﾙｰﾌﾟｳｪｱ掲示板に掲示

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

発行回数 想定値 3当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値 2

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 情報の共有化を進め、職員の意識改革を図るとともに、良好な職場環境をつくる。 間接 発行回数 回 2 3

令和 4年度 情報の共有化を進め、職員の意識改革を図るとともに、良好な職場環境をつくる。 － 発行回数 回 3

令和 5年度 情報の共有化を進め、職員の意識改革を図るとともに、良好な職場環境をつくる。 － 発行回数 回 3

提供する情報が総務課中心となっている。より広範な情報収集が必要である。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

庁内報かわらＶＡＮの発行 0 庁内報かわらＶＡＮの発行 0 庁内報かわらＶＡＮの発行 0 庁内報かわらＶＡＮの発行 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.03 0.05 0.05 0.03 0.03
正職員人件費 261 445 445 267 267

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 261 445 445 267 267
(11)単位費用

87千円／回 148.33千円／回 222.5
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

情報の共有化は、円滑な行政運営と市民サービス向上の基礎となる。また、職員間の交流を図り、コミュニケーションの ●①事前確認での想定どおり
取れた職場環境づくりの面でも必要な事業である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

職員の情報共有または職場間のコミュニケーションを含む環境づくりとして必要な事業である。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市職員の情報共有、コミュニケーションツールである。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる 特になし □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

■その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
特になし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
特になし

効
　
率
　
性

現況値(a)(回) 目標値(b)(回) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(回) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
2 3 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

庁内に情報提供する内容が少なかったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 2 66.67
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 445 △184 445 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△70.5

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 庁内に情報提供する内容が少なかったため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.67

回 10万円 0.45 67.16

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
令和４年度行政評価から、事務事業評価表により個別に進捗を管理する対象から除外するが、現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 60 課コード 0101 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 事務手続き・事務機能の見直し、事務改善の推進 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 総務部・総務課

個別事業 庁内報発行事務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 1 人 (換算人数 0.05 人）
(1)事業概要

(当　初) 445 千円 (うち人件費 445 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

職員にとって必要な庁内情報、知識を提供することで、情報の共有化を進めるとともに、コミュニケーショ
施策目的・

(2)目的 事業目的



及び退職一般負担金・特別負担金（千葉県市町村総合事務組 ４月　定年等退職者の退職手当支給申請及びこれに係る特別負担金の納付、及び退職手当決定通知書の送付
合市町村負担金条例に基づく負担金）の納付 。退職一般負担金の概算納付。３月　退職一般負担金の確定による精算事務。中途退職者事務及び退職予定

当該年度 者の相談・退職手当試算については随時。
執行計画

(3)事業内容 内　　容

対象職員数 想定値 860当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 859

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 退職者に係る円滑な事務処理 直接 退職事務に係る申請処理割合 ％ 100 100

令和 4年度 退職者に係る円滑な事務処理 直接 退職事務に係る申請処理割合 ％ 100

令和 5年度 退職者に係る円滑な事務処理 直接 退職事務に係る申請処理割合 ％ 100

一般負担金の計算については、平成２６年度より平成２４年度累計収支が黒字団体（我孫子市含む）については、需要按分方式
(7)事業実施上の課題と対応 により積算された負担額とする。 代替案検討 ○有 ●無

令和元年度から令和５年度までの５年間は、令和元年度と同額の予定である。

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

一般負担金 623,241 一般負担金 623,241 623,241 一般負担金 623,241 一般負担金 623,241
平成26年度から平成29年度までの収支 平成26年度から平成29年度までの収支 平成26年度から平成29年度までの収支 平成26年度から平成29年度までの収支
差の調整（令和5年度まで定額） 差の調整（令和5年度まで定額） 差の調整（令和5年度まで定額） 差の調整（令和5年度まで定額）
・特別負担金（早期退職等の割増負担金 ・特別負担金（早期退職等の割増負担金 ・特別負担金（早期退職等の割増負担金 ・特別負担金（早期退職等の割増負担金
・調整負担金は人件費に包括 ・調整負担金は人件費に包括 ・調整負担金は人件費に包括 ・調整負担金は人件費に包括
研修旅費 2 研修旅費 2 2 研修旅費 2 研修旅費 2

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 623,243 合　　計 623,243 623,243 合　　計 623,243 合　　計 623,243
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 623,243 623,243 623,243 623,243 623,243

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.32 0.16 0.16 0.32 0.32
正職員人件費 2,784 1,424 1,424 2,848 2,848

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 626,027 624,667 624,667 626,091 626,091
(11)単位費用

727.94千円／人 726.36千円／人 727.2
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

退職手当支給事務は、市単独で行うより、市町村及び一部事務組合で組織された千葉県市町村総合事務組合での共同処理 ●①事前確認での想定どおり
が運用において有効のため。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

共同処理により、効率的に執行できた。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市の職員に係る就職、退職報告及び退職手当の支給事務であ

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 るため、事業主である市が主導で行う必要がある。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

退職した職員全員に退職処理を行った。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 624,667 1,360 624,667 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0.22

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.02

％ 10万円 0.02 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
令和４年度行政評価から、事務事業評価表により個別に進捗を管理する対象から除外するが、現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 68 課コード 0101 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 退職事務 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 総務部・総務課

個別事業 千葉県市町村総合事務組合退職者事務 位置づけ

③事業主体 ○市 ●その他（ 千葉県市町村総合事務組合 ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.16 人）
(1)事業概要

(当　初) 624,667 千円 (うち人件費 1,424 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

退職手当の支給に関する事務
施策目的・

(2)目的 事業目的
展開方向

定年等による退職者の退職手当支給申請手続き



市町村職員共済組合への申請等事務（組合員証の交付、被扶養者認定取 毎月、随時。（共済組合への申請・報告及び共済組合から職員への調査ものの配布・回収、人間ドック利用
消、共済掛金・負担金の支払、給付金の申請、人間ドック、貸付・貯金･年金等に関すること。） 証の交付等）

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

対象職員数 想定値 860当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 859

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 職員が健康で豊な生活を送るための環境づくり 直接 組合員からの届出に伴う共済組合への申告割合 ％ 100 100

令和 4年度 職員が健康で豊な生活を送るための環境づくり 直接 組合員からの届出に伴う共済組合への申告割合 ％ 100

令和 5年度 職員が健康で豊な生活を送るための環境づくり 直接 組合員からの届出に伴う共済組合への申告割合 ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

共済互助会負担金 1,193 共済互助会負担金 1,193 1,132 共済互助会負担金 1,193 共済互助会負担金 1,193
（共済組合負担金については （共済組合負担金については （共済組合負担金については （共済組合負担金については
人件費で包括。） 人件費で包括。） 人件費で包括。） 人件費で包括。）

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 1,193 合　　計 1,193 1,132 合　　計 1,193 合　　計 1,193
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,193 1,193 1,132 1,193 1,193

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.36 0.26 0.26 0.36 0.36
正職員人件費 3,132 2,314 2,314 3,204 3,204

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 4,325 3,507 3,446 4,397 4,397
(11)単位費用

5.03千円／人 4.08千円／人 4.01
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

市職員は、職員となった日から千葉県市町村職員共済組合の組合員となるため（地方公務員等共済組合法第39条）、千葉 ●①事前確認での想定どおり
県市町村職員共済組合にかかる市職員からの申請等、事務取扱い窓口として必要。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

千葉県市町村職員共済組合と連絡調整を図り、円滑に申請手続き等を行った。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている 対象者が職員のため ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 対象が市職員であるため、市が窓口業務を行う必要がある。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
■その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

市職員全員が対象のため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,507 818 3,446 98.26
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

18.91

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 2.85

％ 10万円 2.9 101.75

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
令和４年度行政評価から、事務事業評価表により個別に進捗を管理する対象から除外するが、現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 69 課コード 0101 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 共済組合事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 総務部・総務課

個別事業 千葉県市町村職員共済組合事務 位置づけ

③事業主体 ○市 ●その他（ 千葉県市町村職員共済組合 ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.26 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,507 千円 (うち人件費 2,314 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

職員が健康で豊な生活を送るための環境づくり
施策目的・

(2)目的 事業目的
展開方向

市役所職員の共済機関である千葉県



・
(2)目的 事業目的

展開方向

地方公務員法に基づく職員の福利厚生と元気回復事業を、市からの負担金を受けて我孫子市職員福利厚生会 ４月　役員会を開催。
が実施するもの。健康増進・元気回復のためのアウトソーシング事業のＰＲ等とともに、会員相互の共済と ４月　代議員会（総会）を開催し、前年度事業報告と新年度の事業計画及び事業予算の決定。
しての給付事業や助成事業を行う。 当該年度 ４月～３月　給付事業、給付事業他補助・助成事業を実施。

執行計画 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
(3)事業内容 内　　容 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事業数 想定値 13当該年度
単位 事業

活動結果指標 実績値 12

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 職員の福祉が増進すること 間接 元気に業務遂行している職員数割合 ％ 99.4 100

令和 4年度 職員の福祉が増進すること 間接 元気に業務遂行している職員数割合 ％ 100

令和 5年度 職員の福祉が増進すること 間接 元気に業務遂行している職員数割合 ％ 100

事業実施財源としての市負担金の考え方とその検討に伴う事業展開方針。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

福利厚生会事業負担金 3,300 福利厚生会事業負担金 3,300 0 福利厚生会事業負担金 3,300 福利厚生会事業負担金 3,300
【9月補正】
福利厚生会事業負担金 △3,300

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 3,300 合　　計 0 0 合　　計 3,300 合　　計 3,300
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 3,300 0 0 3,300 3,300

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.26 0.72 0.72 0.26 0.26
正職員人件費 2,262 6,408 6,408 2,314 2,314

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 5,562 6,408 6,408 5,614 5,614
(11)単位費用

427.85千円／事業 492.92千円／事業 534
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

地方公務員法第４２条の規定に基づき、我孫子市職員福利厚生会が市からの負担金を受けて、職員の保健、元気回復その ○①事前確認での想定どおり
他厚生に関する事項について計画を樹立し、これを実施することで職員の日頃の精神的・肉体的疲労の回復を図る。 ●②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、２事業が中止となり、１事業増加したため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 対象が市職員であるため、市が主導で実施する必要がある。

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
99.4 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

会員にチラシ等で周知徹底を図った。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 6,408 △846 6,408 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

新型コロナウイルス感染症による事業中止等により、繰越金が増加した
ことから令和３年度の福利厚生会事業負担金を０円としたため。

△15.21

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 新型コロナウイルス感染症による事業中止等により、繰

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 越金が増加したことから令和３年度の福利厚生会事業負

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.56 担金を０円としたため。

％ 10万円 1.56 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
令和４年度行政評価から、事務事業評価表により個別に進捗を管理する対象から除外するが、現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 77 課コード 0101 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 職員福利厚生事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 総務部・総務課

個別事業 我孫子市職員福利厚生会事業 位置づけ

③事業主体 ○市 ●その他（ 我孫子市職員福利厚生会 ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.72 人）
(1)事業概要

(当　初) 9,708 千円 (うち人件費 6,408 千円）⑦事業費
総事業費 13,401 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 6,408 千円 (うち人件費 6,408 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

我孫子市職員福利厚生会を事務局として運営し、職員の保健、元気回復を図る。
施策目的



該事項について市長から諮問があったときは、当該諮問事項に関し答申するため、審議会を開催する。
展開方向

８月の国家公務員の給与に関する人事院勧告を踏まえた一般職の給与改定を考慮し、また、当該報酬、給与 ８月　　一般職の国家公務員の給与に関する人事院勧告
等の適正化を図るため、市長から諮問があった場合に特別職報酬等審議会を開催する。　　　　　　　　　 ９月　　人事院勧告に係る資料を審議会委員に送付
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 当該年度 １０月　審議会開催　→　改正案等について審議
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 執行計画 １２月　条例改正する場合には市議会に上程　→　委員へ結果報告　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(3)事業内容 内　　容 　　　　　　　　　 　　　　

審議会開催回数（年） 想定値 1当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値 0

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 議員の報酬等及び常勤特別職の給与について調査審議し、報酬等の適正化を図る。 直接 審議会の実施率 ％ 100 100

令和 4年度 議員の報酬等及び常勤特別職の給与について調査審議し、報酬等の適正化を図る。 直接 審議会の実施率 ％ 100

令和 5年度 議員の報酬等及び常勤特別職の給与について調査審議し、報酬等の適正化を図る。 直接 審議会の実施率 ％ 100

近隣自治体の議員及び常勤特別職の報酬等の状況について調査整理し、各委員にお知らせをする。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

審議会委員報酬（3.5千円×8名） 28 審議会委員報酬（3.5千円×8名） 28 0 審議会委員報酬（3.5千円×8名） 28 審議会委員報酬（3.5千円×8名） 28

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 28 合　　計 28 0 合　　計 28 合　　計 28
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 28 28 0 28 28

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.25 0.26 0.26 0.25 0.25
正職員人件費 2,175 2,314 2,314 2,225 2,225

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,203 2,342 2,314 2,253 2,253
(11)単位費用

2,203千円／回 2,342千円／回 0
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

・平成13年度に特別職報酬等審議会条例を全部改正し、審議会の任務に市議会議員及び常勤の特別職の報酬等について調 ○①事前確認での想定どおり
査審議することを加え、委員の任期について改正前の１回限りを４年とし常設の審議会に改めた。 ●②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ・議員及び常勤の特別職の報酬等について、近隣自治体及び類似団体との均衡を図る必要がある。　　　　　　　　　　 ○要
   背景は？(事業の必要性) 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

諮問する案件がなかったため。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した ■⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の 該当なし
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 委員８名のうち公募により市民１名を委嘱している。 特別職の報酬等の決定に際し、市民の意見が反映される。 ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

諮問する案件がなかったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 0 0
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,342 △139 2,314 98.8
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△6.31

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 諮問する案件がなかったため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 4.27

％ 10万円 0 0

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
令和４年度行政評価から、事務事業評価表により個別に進捗を管理する対象から除外するが、現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 81 課コード 0101 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 特別職の報酬等の調査研究 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 総務部・総務課

個別事業 特別職報酬等審議会の開催 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.26 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,342 千円 (うち人件費 2,314 千円）⑦事業費
総事業費 28 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市議会議員の報酬等及び常勤の特別職の給料等について調査審議し、市長に対し意見を述べるとともに、当
施策目的・

(2)目的 事業目的



に行い、給与の支給、併せて税金の納税処理を行う。＜会計年度任用職員＞報酬・給料の額の決定及び交通
展開方向

費の認定を行い、各課から報告された勤怠記録に基づき、適正に報酬等の計算及び支給を行う。
＜常勤職員＞①昇格昇給処理：昇格は主に４月、昇給は７月　②例月給与、賞与の支給：毎月、職員から提 ＜毎月定例処理＞（常勤職員）諸手当の認定事務、例月給与計算処理及び支給（会計年度任用職員）交通費
出された諸手当の届出を条例規則に照らし合わせて認定を行い、毎月、関係部署から提出されたデータ、勤 の認定事務、報酬･賃金計算処理及び支給　＜常勤職員＞（4月）昇格人事異動処理、（6、10、2月）児童手
務実績を基に計算する。特別徴収した住民税を納付する。③年末調整事務、給与支払報告書関係の提出：年 当該年度 当支給事務、（6、12月）賞与処理、（7月）昇給処理、（10月）人事異動処理、（11～1月）年末調整、給
１回　④児童手当支給状況報告書提出：３月に県へ報告する。　　 執行計画 与支払報告書関係事務、（3月）児童手当支給状況報告書提出　＜会計年度任用職員＞（4月）人事異動処理

(3)事業内容 内　　容 ＜会計年度任用職員＞①報酬・給料の額の決定　②報酬等の支給：毎月、各課から報告された勤怠記録を基 、（4月、随時）報酬・給料の額の決定、（6、12月）賞与処理　　　　　　　　　　　　　　　
に報酬等を計算する。特別徴収した住民税を納付する。随時、交通費の支給額を認定する。　③賞与の支給
　④１月に源泉徴収票を発行及び給与支払報告書関係を提出する。 給与等支給回数 想定値 28当該年度
＜共通＞人件費に係る当初予算の積算及び人事異動等に伴う補正予算の積算をする。 単位 回

活動結果指標 実績値 28

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 総務課の給与計算ソフトを使用し、各課との連携を図り支給誤りをなくす。 直接 業務の完全遂行率 ％ 100 100

令和 4年度 制度改正に対応してパッケージプログラムを随時変更させ、より効率的で確実な給与・報酬計算を行う。 直接 業務の完全遂行率 ％ 100

令和 5年度 制度改正に対応してパッケージプログラムを随時変更させ、より効率的で確実な給与・報酬計算を行う。 直接 業務の完全遂行率 ％ 100

業務を遂行するに当たっては、各課との連携を密にし慎重を期する必要がある。そのために、制度に精通し各課へ的確に指示し
(7)事業実施上の課題と対応 正しいデータの提出を求める必要がある。また、常勤職員の手当については、認定担当者の人事異動により、円滑な給与処理の 代替案検討 ○有 ●無

遂行や諸手当の認定判断に支障が生じることがないよう、引継ぎを円滑に行える体制を作っておくことが必要である。

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

給与事務関係消耗品費    50 給与事務関係消耗品費    50 27 給与事務関係消耗品費    50 給与事務関係消耗品費 50
給与所得源泉徴収票 26 給与所得源泉徴収票 15 13 給与所得源泉徴収票 15 給与所得源泉徴収票 15
給与支払報告書 11 給与明細書印刷代 97 0 給与明細書印刷代 97 給与明細書印刷代 97
給与明細書印刷代 131 源泉徴収票用封筒印刷代 49 49 源泉徴収票用封筒印刷代 49 源泉徴収票用封筒印刷代 49
源泉徴収票用封筒印刷代 49 パート会計年度任用職員　事務補助2人 5,666 5,666 パート会計年度任用職員　事務補助2人 5,623 パート会計年度任用職員　事務補助2人 5,623
パート会計年度任用職員　事務補助2人 5,361 源泉徴収票封入封緘作業委託料 50 50 源泉徴収票封入封緘作業委託料 50 源泉徴収票封入封緘作業委託料 50
源泉徴収票封入封緘作業委託料 50 社会保険手続交通費 14 2 社会保険手続交通費 14 社会保険手続交通費 14

実施内容 社会保険手続交通費 14 給与実務研修会旅費 10 3 給与実務研修会旅費 10 給与実務研修会旅費 10
給与実務研修会旅費 10 給与実務研修会負担金 71 38 給与実務研修会負担金 71 給与実務研修会負担金 71

(8)施行事項
費　　用 給与実務研修会負担金 66 人事給与システム保守委託料 2,550 2,550 人事給与システム保守委託料 2,550 人事給与システム保守委託料 2,550

人事給与システム保守委託料 2,904 （債務負担2年度～6年度） （債務負担2年度～6年度） （債務負担2年度～6年度）
（債務負担2年度～6年度） 人事給与システム賃借料 4,018 4,018 人事給与システム賃借料 4,018 人事給与システム賃借料 4,018
人事給与システム賃借料 4,018 （債務負担2年度～6年度） （債務負担2年度～6年度） （債務負担2年度～6年度）
（債務負担2年度～6年度） 図書購入費 6 6 給与明細Webシステム保守委託料 264 給与明細Webシステム保守委託料 264

【9月・12月補正】 （債務負担3年10月～8年12月） （債務負担3年10月～8年12月）
＊ 給与明細Webシステム保守委託料 66 66 給与明細Webシステム使用料 132 給与明細Webシステム使用料 132

（債務負担3年10月～8年12月） （債務負担3年10月～8年12月） （債務負担3年10月～8年12月）
＊ 給与明細Webシステム使用料 33 33 図書購入費 6 図書購入費 6

（債務負担3年10月～8年12月）
＊ セキュリティ対策ソフトウェア 79 68

予算(決算)額 合　　計 12,690 合　　計 12,774 12,589 合　　計 12,949 合　　計 12,949
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 12,690 12,774 12,589 12,949 12,949

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 2.13 2.54 2.54 2.13 2.13
正職員人件費 18,531 22,606 22,606 18,957 18,957

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 5,622 5,622
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 31,221 35,380 35,195 31,906 31,906
(11)単位費用

975.66千円／回 1,263.57千円／回 1,256.96
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

給与・報酬の計算に当たっては、人事データ及び勤怠実績を確実に反映させ、条例規則又は社会保険、労務関係法令を遵 ●①事前確認での想定どおり
守した支給を行わなければならず、市が主導で実施しなければ実効性が得られない業務である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

給与を適正に支給した。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 事業者として給与支給は責務であり、計算については条例規

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 則に基づいた判断と決裁が必要であるため、引き続き市が実
□その他 　促進された 施する。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した ■⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の 電算システムを利用した給与計算処理は、一部を外部委託することも不可能ではないが、業務全般が条例、規則等に基づ
実現が図られる いた認定及び決裁を伴うため、委託については合理性と効率性に乏しく、市が実施すべきである。

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

年間のスケジュールに沿って計画どおりに実行した。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 35,380 △4,159 35,195 99.48
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△13.32

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.28

％ 10万円 0.28 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
令和４年度行政評価から、事務事業評価表により個別に進捗を管理する対象から除外するが、現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 83 課コード 0101 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 給与の支給 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 総務部・総務課

個別事業 給与計算事務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 2.54 人）
(1)事業概要

(当　初) 35,153 千円 (うち人件費 22,606 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 35,380 千円 (うち人件費 22,606 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

＜常勤職員（特別職含む）＞人事管理システムと連動させた給与の昇格・昇給処理及び諸手当の認定を適正
施策目的・

(2)目的 事業目的



衛生管理体制を確保するため、各事業所ごとに安全衛生委員会を設置する。本庁施設安全衛生委員 ○産業医の選任
会に関する事務局業務を行うとともに全施設の総括安全衛生管理者で構成する総括安全衛生委員会の事務局 ○各施設の安全衛生委員会委員の選任
業務を行う。 当該年度 ○本庁施設安全衛生委員会の開催
その他、労働安全衛生法に規定する安全衛生教育、健康保持増進措置を行う。 執行計画 ○安全衛生研修の実施

(3)事業内容 内　　容

公務災害発生件数 想定値 6当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 16

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 安全衛生管理の徹底により公務災害の発生を未然に防止する。 間接 職員数に対する災害発生件数の割合 ％ 0.7 0.6

令和 4年度 安全衛生管理の徹底により公務災害の発生を未然に防止する。 間接 職員数に対する災害発生件数の割合 ％ 0.5

令和 5年度 安全衛生管理の徹底により公務災害の発生を未然に防止する。 間接 職員数に対する災害発生件数の割合 ％ 0.4

災害発生の未然防止策は、日頃の注意喚起の徹底が重要と考える。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

産業医報酬 530 産業医報酬 430 430 産業医報酬 530 産業医報酬 530
産業医研修会受講料 10 産業医研修会受講料 11 0 産業医研修会受講料 11 産業医研修会受講料 11
衛生管理者資格取得旅費 6 衛生管理者資格取得旅費 6 0 衛生管理者資格取得旅費 6 衛生管理者資格取得旅費 6
医薬品費 18 医薬品費 18 13 医薬品費 18 医薬品費 18
衛生管理者受験手数料 7 衛生管理者受験手数料 7 0 衛生管理者受験手数料 7 衛生管理者受験手数料 7
メンタルヘルス相談手数料 328 メンタルヘルス相談手数料 94 74 メンタルヘルス相談手数料 164 メンタルヘルス相談手数料 164
健康医療相談手数料 55 健康医療相談手数料 55 55 健康医療相談手数料 55 健康医療相談手数料 55

実施内容 ストレスチェック 815 ストレスチェック 307 281 ストレスチェック 757 ストレスチェック 757
駐車場使用料（病院等訪問時） 3 駐車場使用料（病院等訪問時） 3 0 駐車場使用料（病院等訪問時） 3 駐車場使用料（病院等訪問時） 3

(8)施行事項
費　　用 衛生管理者講習会負担金 20 衛生推進者講習会負担金 15 0 衛生推進者講習会負担金 15 衛生推進者講習会負担金 15

健康診断（時間外超過者） 120 健康診断（時間外超過者） 90 72 健康診断（時間外超過者） 220 健康診断（時間外超過者） 220
産業医研修費用弁償 8 0 産業医研修費用弁償 8 産業医研修費用弁償 8

予算(決算)額 合　　計 1,912 合　　計 1,044 925 合　　計 1,794 合　　計 1,794
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,912 1,044 925 1,794 1,794

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.1 0.16 0.16 0.15 0.15
正職員人件費 870 1,424 1,424 1,335 1,335

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,782 2,468 2,349 3,129 3,129
(11)単位費用

463.67千円／件 411.33千円／件 146.81
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

市民サービスを実施する職員の健康保持は、必要不可欠なものであり、労働安全衛生法に基づく事業者の責務としても当 ●①事前確認での想定どおり
然必要な事業である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

職員の健康保持は、労働安全衛生法に定められた事業者の責務であり、市として積極的に取り組む必要がある。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した ■⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の 事業主としての責務である。
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (b/f×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0.7 0.6 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

職務により新型コロナウイルスに感染した職員が複数発生したため、公務災害の
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 0.9 66.67

発生件数が増えた。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,468 314 2,349 95.18
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

職場における安全配慮が徹底されたため、新型コロナウイルス感染以外
の公務災害の発生件数を抑えることができた。

11.29

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 職務により新型コロナウイルスに感染した職員が複数発

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 生したため、公務災害の発生件数が増えた。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (e/h)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.02

％ 10万円 0.04 50

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
令和４年度行政評価から、事務事業評価表により個別に進捗を管理する対象から除外するが、現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 1699 課コード 0101 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 人事管理業務 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 総務部・総務課

個別事業 労働安全衛生業務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.16 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,218 千円 (うち人件費 1,424 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 2,468 千円 (うち人件費 1,424 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

職場における職員の安全と健康を確保するとともに快適な職場環境の形成を促進する。
施策目的・

(2)目的 事業目的
展開方向

労働安全


